
保育士特定登録取消者
管理システム



目的
本システムは、児童生徒性暴力等の防止に係る施策の一環と

して、保育士を任命又は雇用する者が、採用希望者がかつて児
童生徒性暴力等を行った者でないかどうか確認するための情報
を提供するものです。



システムの概要
児童福祉法の令和４年６月改正により、児童生徒性暴力等を行ったことによ

り保育士登録を取り消された者等 （特定登録取消者）の情報をデータベース化

施設・事業者等に対し、保育士を任命・雇用しようとするときは同データ
ベースを活用することを義務付け。 ※在職中の保育士は活用の対象外

施行日は、改正法の公布日から２年を超えない範囲で政令で定める日

（令和６年４月１日）



対象となる職
保育士
※保育士登録を受け、保育士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、児童の保育及び児童の保護者に 対

する保育に関する指導を行うことを業とする者

対象施設・事業者 保育士を任命又は雇用する者
※保育士を置くこと等が法令上明らかであり、所轄庁による指導監督権限が及ぶ施設・事業所

データベースに掲
載・表示される情報

児童生徒性暴力等を行ったことにより保育士登録を取り消された者等の以下の情報
※ 氏名、生年月日、登録番号、取消年月日、取消事由、児童生徒性暴力等の類型（教育職員等児童生徒性暴力等
防 止法第２条第３項第○号）等

確認後の対応

各事業者で適切に判断。
※ データベースから得た情報を端緒として、採用面接等を通じて本人に経歴等より詳細な確認を行ったり、 本人
の同意を得た上で過去の勤務先に事実関係の確認を行うなど、法の趣旨にのっとり、十分に慎重に、 適切な任命
又は雇用の判断を行う必要がある。

データベースの利用
方法

対象施設・事業者の採用責任者がデータベースを検索して利用
※ 但し、必ずしも継続的でなく保育士を任命・雇用する施設等であって、法令に基づき所轄庁へ毎年度の運営 状
況報告を行うものについては、個別の申請に応じてこども家庭庁がデータベースを検索し結果を回答。

取消情報の掲載期間 少なくとも40年間 （「保育士」が登録資格となった平成15年11月まで遡って掲載）

情報管理 罰則を含め、個人情報保護法に基づいて担保



令和4年６月に成立した改正児童福祉法について

都道府県知事は児童生徒性暴力等
を行ったことにより、保育士の登録
を取り消された者等(特定登録取消
者)の情報を記録することとされ、ま
た、保育士を任命し、又は雇用する
者は保育士を任命雇用する際、当該
記録された情報を検索することが義
務付けられました。



●データベースの法律上の位置づけ

＜改正後の児童福祉法第18条の20の４＞

国は児童生徒性暴力等を行ったことにより保育士の登録を
取り消された者等（特定登録取消者）の情報に係るデータ
ベースを整備すること

都道府県知事は当該情報をデータベースに迅速に記録する
こと

保育士を任命し、又は雇用する者は、保育士を任命し、又
は雇用しようとするときはデータベースを活用すること



児童福祉法第18条の20の４

国は、次に掲げる者について、その氏名、保育士の登録の取消しの事由、行つた児童生徒性暴力
等に関する情報その 他の内閣総理大臣が定める事項に係るデータベースを整備するものとする。

一 児童生徒性暴力等を行つたことにより保育士の登録を取り消された者

二 前号に掲げる者以外の者であつて、保育士の登録を取り消されたもののうち、保育士の登録を
受けた日以後の行為が児童生徒性暴力 等に該当していたと判明した者

② 都道府県知事は、保育士が児童生徒性暴力等を行つたことによりその登録を取り消したとき、又
は保育士の登録を取り消された者(児童 生徒性暴力等を行つたことにより保育士の登録を取り消さ
れた者を除く。)の保育士の登録を受けた日以後の行為が児童生徒性暴力等に該 当していたことが
判明したときは、前項の情報を同項のデータベースに迅速に記録することその他必要な措置を講ず
るものとする。

③ 保育士を任命し、又は雇用する者は、保育士を任命し、又は雇用しようとするときは、第一項の
データベースを活用するものとする。

特定登録取消者



施設・事業一覧

＜障害児関係＞

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

児童発達支援センター

児童発達支援（児童発達支援センターで行われるもの以外）

放課後等デイサービス



＜その他＞

認可保育所 幼保連携型認定こども園 幼保連携型以外の認定こども園

認可外保育施設（届出をしているもの）（企業主導型保育事業含む）（個人のベ
ビーシッターを除く）

小規模保育事業（A 型・B 型・C 型） 事業所内保育事業 家庭的保育事業

居宅訪問型保育事業 病児保育事業 一時預かり事業 預かり保育 （子ども・子
育て支援法に基づくもの） 一時保護施設 乳児院 児童養護施設 児童心理治療
施設

病院（結核児童に対する療育の給付を行う指定療育機関） 母子生活支援施設 女
性自立支援施設 女性相談支援センター



参考：利用方法やシステム登録について

★こども家庭庁HP

児童生徒等に対し性暴力等を行った保育士への厳正な対応について｜
こども家庭庁 (cfa.go.jp)

★保育士特定登録取消者情報検索申請マニュアル

https://tokuteihoiku.cfa.go.jp/ChildcareEmployer/resource/
1711895096000/Manual_B


